
参考資料１

新規登録ならびに更新登録に
関する今後の流れ等



新規登録ならびに更新の運用について

4月

申
請
期
間

備考審査の観点（案）
・形式的要件の項目の適格性
・定量的な評価が必要な項目の適格性
・総合的評価を踏まえた登録・更新の可否の度合

一次審査

・多面的な観点から申請書で読
み取れない部分を評価する。
・ＤＭＯに対するヒアリングを実
施する

・主に定性的な項目に係る適格性
・複数の外部有識者による評価を可否判断の参考二次審査

二
次
審
査

一
次
審
査

登
録

通
知

※1令和７年度の新規登録のみ、半年間で実施することからこのフローに依らない。
※2「更新不可」の通知を受けたDMOは今後DMOとして継続する意思があるかを確認

更新完了通知

または

3月31日2月下旬1１～1月7月
ヒアリングを含む

○新規登録並びに更新登録は、要件等を踏まえ、観光庁長官が判断する。
○審査は１年間をかけて実施する。但し、令和７年度の新規登録のみ半年間で実施する。※１
○２次審査ではヒアリングにより外部有識者の意見を参考にする。
○更新審査において要件を満たさなかった場合、再申請の意思があれば１年のみ取消を保留する。※２

８～１０月

留
保

取
消

継続意思あり

継続意思なし
更新不可通知※２
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「更新不可」の通知を受
けたDMOは今後登録
DMOとして継続する意思
があるかを確認し、１年
に限り留保DMOとして再
審査を受けられる。
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新規登録・更新登録に向けた今後のスケジュール（案）

新規登録

候補DMO登録

更新登録

R7.4
（2025.4）

R7.10
（2025.10）

R9.4
（2027.4）

現行登録要件

現行登録要件

現行候補制度

改正された
更新要件

R10.3
（2028.3）

R8.10
（2026.10）

新規募集取りやめ

制
度
終
了

改正された登録要件

ガイドライン
改正予定 半年後ゼロ起点 １年半後 ２年後

R10.10
（2028.10）

３年後 ３年半後

令和６年４月１日以降に新規登録及び更新登録完了となった
ＤＭＯは令和９年４月以降の更新要件適用の対象となる。



審査書類について

○審査に当たっては提出された全ての書類を使用する。

WEB公表自己点検
（年度ごと）

更新登録
（３年度ごと）新規登録申請書類

ーー○○申請書
○ー○○観光地経営戦略（４～５年単位）
○ー○○・実行計画
○ー○○・財源計画

○
▲

変更があった場合
は随時

○○形成・確立計画

ーー○○・合意形成の会議体の構成員名簿
ーー○○・地域の関係者への戦略等の共有資料
ーーー○・履歴事項全部証明書（コピー）
ーー○ー・合意形成の会議体での議事録
ーー○ー・研修の受講証明書
ー○○○事業計画書（１年単位）
ー○○ー事業報告書（観光庁様式）

3



・観光地経営戦略の取組
・データ分析や評価の実施
・数値管理の徹底
・安定財源の確保 等

常勤職員３人以上の配置について
○最低限の組織体制を維持するため、優秀な人材を確保しやすくするためのＣＭＯ専従要件の撤廃と
合わせて、増加するマネジメント業務を担う最低限の職員数（３人以上）を規定。
○具体的には、全体管理と内部管理、外部管理の業務を遂行する者について各々常勤を求める。
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現行要件（ＣＭＯ専従）下に置ける
DMOの常勤職員数の度数分布

出典：観光庁「令和６年登録ＤＭＯの現状調査」

DMOの最低限の配置イメージ

要件見直しによる新たな業務例

内部マネジメント
ＤＭＯ組織の財源、経理

外部マネジメント
多様な関係者との体制構築

全体マネジメント
戦略・規則に沿った業務管理

特にマネジメント
業務の増加想定

常勤職員の定義
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ＤＭＯが定めた所定労働時間を通じてＤＭＯに従事
している職員。



非正規職員

常勤職員３人以上の配置について

常勤職員

その他

出向職員

・・・期間の定めのない労働契約で勤務する職員

他法人に所属しており、親元となる法人に籍を残したままＤＭＯで勤務
している出向職員・・・

・・・

・・・

（例）自治体・民間企業等からの出向職員

（例）プロパー職員

有期労働契約で勤務する職員
（例）契約社員、派遣社員、パートタイマー、アルバイト、嘱託職員

上記で分類できない職員
（例）労働契約の対象外となる役員、ボランティア等

他法人に所属しており、親元となる法人に籍を残したままＤＭＯで勤務
している出向職員・・・

・・・

・・・

（例）自治体・民間企業等からの出向職員

有期労働契約で勤務する職員
（例）契約社員、派遣社員、パートタイマー、アルバイト、嘱託職員

上記で分類できない職員
（例）労働契約の対象外となる役員、ボランティア等

非常勤職員

正規職員

出向職員

非正規職員

その他

DMOが定めた所定労働時間を
通じて勤務する職員

DMOが定めた所定労働時間のうち
一部で勤務する職員
（週２～３日勤務、時短勤務等）
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